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日本のインターネッ ト教育利用の動向
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(平 成11年5月31日 受付)

日本におけるインターネットの教育利用は,100校 プロジェク トの終了とともに新たなステージに

入ろうとしている。ここでは,国 内のインターネット教育利用の第一段階(1994～1998)終 了時の状

況を,教 育情報リンク集 「インターネットと教育」で収集している学校ホームページの開設状況デー

タおよび1999年1月 に学校のホームページ管理者に対 して実施 したアンケー ト調査の分析 によって整

理する。

1998年12月 末の時点で公開されている国内の小学校,中 学校,高 等学校,盲 ・聾 ・養護学校のホー

ムページ数の合計の総学校数に対する比率は,昨 年同期の6.6%か ら11,7%に まで増加 した。この調

査対象 となった学校のうち72%が ダイアルアップで,20%が 常 時接続でインターネットを利用 してい

る。教育 ・学習情報 リソースやコミュニケーションメディアとしてインターネットを利用する際のい

くつかの問題点が明らかになった。

キ ー ワ ー ド:イ ン ター ネ ッ ト,学 校,教 育 ・学 習 情 報,ホ ー ム ペ ー ジ0電 子 メ ー ル

1は じめに

日本国内のインターネット教育利用プロジェク トの先駆けとなった100校 プロジェク ト

(ネットワーク利用環境提供事業)[1]の 活動が,開 始か らほぼ5年 を経過 した1999年3

月末に終了 した。この5年 間は0日 本におけるインターネット教育利用の実験的な検証の

段階(第1ス テージ)と 呼ぶことができる。学校においてインターネットを利用する際に

は,(1>接 続環境の問題,(2)運 用環境の問題(3)授 業実践の問題の3つ の課題を解決する必

要がある。第1ス テージでは,こ れらの問題 に対 して様々な試行錯誤が行われた。文部省

は第15期 の中央教育審議会の1次 答申[2]を 受けて,2001年 までに国内のすべての学校

をインターネットに接続すると表明している[3]。 また,こ れを受けて各地方 自治体 に

おける教育情報ネットワークの整備が急速に進展 している。

こうした状況から,現 在はインターネットの教育利用の全国的な展開の段階(第2ス テー

ジ)が 始まったといってよい。第2ス テージでは,高 度化するネットワーク技術に基づい

た最適な校内ネットワークや地域教育情報ネッ トワークのデザインなどの接続環境の問題

と並んで,技 術 ・法律 ・倫理的な背景を踏まえた,学 校や地域におけるネットワークの運

用ポリシーやガイドラインの確立などの運用環境の問題が重要になりつつある。地方自治

体における財政の逼迫のため0地 方交付税措置だけで文部省の計画どお りにインターネッ

トの教育分野への導入が進むかどうか不透明な部分 もあるが,新 しい学習指導要領によっ

て高等学校に必修の教科 「情報」が導入される2003年 には,全 国的なインターネット環境

整備のミニマムがおおむね実現 している必要がある。ここまでが第2ス テージであり,そ
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の後 に,イ ンター ネ ットが各教室 で各教科 において 日常 的な授業 実践 に利用 される普及の

段 階(第3ス テー ジ)が 到来す る ことが期待 される。

こう して急速 に拡大 している 日本 国内のイ ンター ネッ ト教 育利用の現状 を把握 し,問 題

点 を抽出す るため に,我 々は学校 ホームページの開設状 況の調査 と学校の ホー ムペ ージ管

理者 を対象 と したア ンケー ト調査 を継続的 に行 ってお り[4],今 回 が4回 目となる。 調

査の対象 と して は,ホ ームペ ージ を公開 してい る全 国の学校 を選択 し,回 答者 として実 際

にインターネ ッ ト教育利 用の最前 線で活躍 してい る学校 ホームペ ージ管理者の教員 に依頼

してい るこ とが特徴 である。

電子 メールに よる 「第4回 インターネ ッ トの教育利用 の現状 に関す る調査」 は1999年1

月15日 ～2月7日 に実施 され た。今年度 は,1998年12月26日 版 の 「イ ンターネッ トと教育」

[5]に 記 載 されている4642校(高1661,中1231,小1592,特158)の 学 校 のペ ージの

管理者 を対 象 と した。 この うち電子 メールア ドレスが記載 されていた ものが,3725校(高

1269,中1069,小1259,特128)で,電 子メール ア ドレスの記 載率 は80%で あ った。 こ

れ に基 づいて各都道府県別 に調査依頼 メールを発 送 し,854校(高318,中179,小283,

特42,そ の他32)の 有 効 回答 を得 た。回答率 は23%で あ り昨年の32%に 比 べて少な くなっ

て いる。従 って このデー タか らホームペー ジを公開 してい る学校母集団の性質 を推定す る

こ とは難 しいが,昨 年 のデー タとの比較 によ り回答者集 団のあ る種の傾向 を読み取 るこ と

は可能 であろう。

■ 学校のホームページと接続環境

1学 校ホームページの開設数の推移 と都道府県別開設率

教育情報 リンク集 「インターネ ッ トと教 育」 では,更 新 された リンク情報 を週単 位で蓄

積 して いるため,学 校 ホームペ ージ数の継 時的変化 を調 べる ことが可能 となっている。他

の学校 リンク集 との比較 によ り,学 校 ホームページの補足 率は80～90%程 度 と推定 される。

1998年 の 学校 ホームペ ージ開設数 は,図1の ように39校/週(昨 年は28校/週)の 割合で

増加 していた。

今 回のア ンケー ト調査 に用いた1998年12月26日 版 の 「インターネットと教育」の学校ペ ー

ジのデータによれば,こ の時点で全国の高等学校の34.0%(18.5%),中 学 校の11.6%(7.0

%),小 学校 の6.6%(3.6%),盲 ・聾 ・養護学校の16.1%(11.1%),合 わ せる と日本 の学

校 の11.7%(6.6%)が イ ンターネ ッ ト上 にホームページを公 開 してお り,こ の1年 でほ ぼ

倍増 している ことがわかる(カ ッコ内 は昨年同期の値)。

さて,こ のデー タか ら,都 道府県別の ホー ムペ ージ開設数 を求め,こ れ をその都道府県

の総学 校数(小 学校+中 学校+高 等学校+盲 ・聾 ・養護学校)で 割 った ものを,学 校 ホー

ムページの都道府 県別開設率 と呼び,図2に 表 した。学校数 は平成10年 度 の文部省 の学校

基本調査報告書[6]に よ る。

上位10県 をあげる と,岐 阜 県(37.3%),佐 賀 県(29.8%),富 山 県(24.1%),秋 田 県

(23.1%),香 川 県(22.2%),長 野 県(20.0%),石 川 県(19.5%),茨 城 県(18.2%),群

馬 県(17.7%),岡 山 県(17.2%)と な る。下位 の県では 開設率 は5%程 度 であ り,上 位

県 とのかな りの差が存在 してい る。 ただ し,都 道府県別 開設率 にか かわ らず,先 進 的で活

発 な活動を行 っている学 校 は全国 に存在 してい るこ とに も注意が必要で ある。
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図1学 校ホームページの開設数の推移

図2学 校ホームページの都道府県別開設率
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2学 校のインターネッ ト接続形態 と接続環境

1998年3月 の文部省の調査[7]に よれば,全 国の公 立学校 の18.7%が イ ンター ネ ッ ト

に接続 されてお り,ま た我 々のデー タか ら,そ の時点で全 国の学 校 の6.9%が 学 校 のペ ー

ジ を持 って いた。つ ま りイ ンター ネッ トに接続 されてい る学校の37%(文 部 省調査 では40

%)が ホ ームペ ージを公 開 している ことになる。 また,表1か らわかる ように,ホ ームペー

ジ を公 開 している学校 の91%が イ ンター ネッ トに接続 されて いる。昨年 か らの推移 で特徴

的 なこ とは,ISDNダ イ ヤルア ップ接続が48%か ら62%に 増 加 し,接 続 形態 の 主流 となっ

て いるこ とである。専 用線接 続 につい ては20%で 昨 年 の16%か ら微増 に とどまっている。

アメ リカ合衆国の国立教育統計セ ンターの報告[8]に よれ ば,1996年 か ら1998年 に か けて

の3年 間で,ダ イアルア ップ接続 が74%か ら22%に 減 少 し,逆 に専 用線接 続 が39%か ら65

%に 増 加 してい る。今後の地域教育情報 ネ ッ トワークの整備 を進め るに当た って,接 続形

態 の問題は十分検討 してお く必要 がある。

表1学 校のインターネット接続形態

学校 におけるイ ンターネ ッ トに接続 され た端末数 とイ ンターネ ッ トが利用 で きる教室 数

を調べ た結果を次 に示 す。図3に 示 した ように,接 続 された端 末数は,0台2%,1台19

%,2-3台18%,4-5台6%,6-10台9%,11-20台8%,21-30台8%,31-40

台3%,41-50台6%,51台 以 上7%と な っている。学校 あた りの接続 された端 末の平均

台数は18台(高24台,中18台,小11台,養8台)で あった。 日本 の学校あた りの平均児童 ・

生徒 数 を390人 とする と[6],今 回 の調査結 果の対象 とな った学校では,イ ンターネッ ト

に接 続 された端末あた りの平均児童 ・生徒 数は22人(高32人,中21人,小29人,養12人)

と な りアメリカ合衆 国の平均12人[8]の2倍 弱 となってい る。

図4で は,イ ンターネ ッ トを利用で きる教 室数 を示 した。0室11%,1室37%,2室21

%,3室8%,4室4%,5室2%,6室1%,7室1%,8室1%,9室 以 上5%と な っ

て いる。平均す る とイ ンター ネ ッ トが利用可能 な教室数 は2.8室(高2.7室,中2.5室,小2.8

室,養3.1室)と なる。学校 の平均 学級数 を12.3と し[6],学 校 あた りの特 別教 室数 を仮

に5と す る と,今 回の調査 結果の対象 となった学校 にお ける教室 のイ ンターネ ッ ト接続率

は16%と な る。これは アメ リカ合衆国の教室の平均接続率51%[8]に 比 べ てかな り低 い

値 となっている。



図3接 続された端末数 図4接 続 された教室数

表2学 校の設備等における問題点

設備等の問題 高校 中学 小学 養護 その他 合計 比

校内ネットワークが未整備

接続端末数の不足

システム保守運営費用不足

回線費用不足(接続速度)

メールサーバが校内未設置

回線費用不足(接続時間)

接続端末機能不足

… サーバが校内未設置

その他

合Et

学校におけるインターネット接続環境の問題を2項 目選択で尋ねた結果 「校内ネットワー

クの整備が不十分である」が最 も多 く48%に 達した。また 「インターネットに接続できる

コンピュータの数が少ない」が40%で これに続 く。上に示 したように0校 内のインターネッ

トに接続 された端末の台数は昨年の0台(5%),1台(32%),2-3台(21%)に 比べ

てかな り改善されてはいるが,引 き続 き校内ネットワークの整備やインターネットに接続

可能なコンピュータの台数の確保が欠かせないことがわかる。また,新 しい学習指導要領

における総合的な学習の時間の導入や,各 教科におけるコンピュータや情報通信ネットワー

クの活用を考えた場合,今 後のコンピュータの設置形態としては,コ ンピュータ教室への

集中型だけではな く,普 通教室への分散配置を十分考慮する必要があるだろう。
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皿 教育 ・学習情報資源

インターネ ッ トの教育利 用の柱 の1つ であ るリソース(教 育 ・学習情報資源)の 利用 に

関 し,そ の情報 の入手方 法を2項 目選択で質問 した。結果 は表3に 示 されてお り,昨 年 と

同様の結果 となったが,Yahoo!Japanな どの一般 のデ ィレク トリサー ビスの利用が70%

と圧 倒 的に多い ことがわかる。 これ に,900な ど の一般 の全文検索型 サーチエ ンジ ンサ ー

ビスが49%で 続 いている。一方,学 校向 けの教育情報 に特化 したデ ィレク トリサ ー ビスや

全 文検索型サーチエ ンジンサ ービスの利 用はそれほ ど多 くない。

表3教 育 ・学習情報の入手方法(2項 目選択,計200%で 表示)

教育 ・学習情報の入手経路

一般のディレクトリサーピス

ー般の全文検索サービス

学校向ディレクトリサーピス

書籍,イ エローべ一ジ,雑 誌

個別分野 ・テーマ別リンク集

教育委員会 ・教育センター

学校向全文検索サービス

メーリングリスト・マガジン

その他

合 計

表4不 足 している教育 ・学習情報(2項 目選択,計200%で 表示)

不足している教育 ・学習情親

教育実践事例報告

学習指導案 ・授業案

教育用ソフトウェア

電子図鑑 ・画像資料(素 材)

電子年鑑 ・統計資料(素 材)

電子教科書 ・参考書

共同学習企画案内

国内交流先紹介

図書館 ・文献情報

国際交流先紹介

催し物 ・研究発表会

その他

合 計

さらに,現 在インターネット上で不足 している教育 ・学習情報を質問した。結果は表4

に示されているが,こ の傾向も昨年 とあまり変化がない。教育実践事例報告や学習指導案 ・

授業案といった,授 業の参考 となる即効性のある情報に対する需要が高 く,次 に,教 育用

ソフ トウェア,電 子図鑑,電 子年鑑,電 子教科書のような教材,素 材データが位置 してい



る。今後,イ ンターネットの教育利用が進んで,事 例集などで示された実践が普及すると

ともに,教 育 ・学習素材情報に対する要求が高まっていくことも予想される。

さて,こ れらの情報受信時および発信時における問題点をそれぞれ2項 目選択 してもらっ

た結果が表5お よび表6で ある。受信時の問題点の1位 から3位 までが,教 育 ・学習の場

で利用可能な情報の絶対量が少ないことやこれを探 し出すことが容易でないことを示して

いる。一方,4位 から7位 までは情報の質の問題である。今後インターネット上のリソー

スの学習素材的な利用が進むと,著 作権の問題も学校における利用の大きな制約要因とし

てクローズアップして くることが予想される。

情報発信時の問題も昨年と同様の結果が得られた。校内の組織が未整備であることおよ

び,コ ンテンツの作成や更新に手間がかかることが上位にあることは,調 査対象となった

学校のWebペ ージ管理者への管理業務の負担の集中をうかがわせるものである。

表5情 報受信時の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

情報受信時の問題点 高校 中学 小学 養護 その他 合計 比

必要な情報がノイズに埋没

情報が教育用ではない

必要な情報が存在しない

情報の信頼性に不安がある

有害な情報を遮断できない

著作権で情報再利用が不可

情穀が外国語のままである

その他

合 計

表6情 報発信時の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

情報発信時の問題点 高校 中学 小学 養護 その他 合計 比

校内の組織が未整備である

情報の更新作業に手間

コンテンツの作成に手間

個人情報保護条例による制約

教育効果が評価できない

発信内容の承認手続きが面倒

㎜ ページへの応答が少ない

その他

合 計

なお最近,学 校のページへの外部か らの リンクに対 して必要以上に厳 しい制限を設けた

り,煩 雑な手続 きを要求するケースが見られるが,こ れは相互にリンクすることによって

情報の共有を推進 しよう考える他の学校や教育委員会 ・セ ンター,研 究機関などのWeb

ページ管理者への負担を強いるものになってしまうことにも注意 したほうがよい。
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】V交 流 ・共同学習

インター ネッ トの教育利用の もう一つ の柱 である,イ ンターネ ッ トをメデ ィアと して利

用 した交流 ・共 同学習 に関す る質問 を行 った。交流 ・共同学習の経験 の有無 に関 して は,

経 験あ りが42%(高31%,中41%,小53%,養55%),経 験 な しが53%(高6596,中53%,

小41%,養38%)と な った。昨年 は経験 あ りが53%,な しが41%で あ り,交 流 ・共 同学習

の経験 のない層が増加 している。 第1ス テージでは,イ ンターネ ッ トの教育利用はプロジェ

ク ト参加校 を中心 として進 んで きたが,新 規の学校が大量 に参加 してい る影響 の ように思

われる。

表7交 流 ・共同学習の経験(2項 目選択,計200%で 表示)

表8交 流 ・共同学習の手段(2項 目選択,計200%で 表示)

交 流 ・共同学習の対象 と しては,「 国内の クラスや学校」が もっ と も多 く24%と な って

い る。 また,交 流の手段 と して は電子 メールが43%で,こ れにWWWペ ー ジが20%と 続 い

てい る。 ビデオ会議 について は,イ ンター ネ ッ トを経 由 しないISDN型 の ものがlnternet

を経 由す るもの の2倍 程 度 になってい る。

次 に,交 流 ・共 同学習 にお ける問題 点について尋ねた。「メールア カウ ン トが不 足 して

い る」が45%と 最 も多 くなっている。 なお,高 等学校 と小学校では傾向が異な り,高 校 で



は交流のために電子メールを使用することで生ずるプライバシーの問題や教育評価の困難

性などから実践をためらっている様子がみられるが,小 学校では実際に実践を進めた結果,

交流が長続きしないことが指摘されている。

表9交 流 ・共同学習の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

交流 ・共同学習の問題 高校 中学 小学 養護 その他 合計 比

メールアカウントが不足

国内交流の相手がいない

児童 ・生徒のプライバシー

意思疎通 ・長続きしない

教育効果が評価できない

言葉や習慣の壁

国際交流の相手がいない

嫌がらせ ・広告メール

その他

合 計

図5教 職員のメールアカウン ト 図6児 童生徒のメールアカウント

交流 ・共 同学習 の一位 にあげ られたメールアカウ ン トの発行数 を図5と 図6に 示 したが,

昨 年 の傾 向 とほ とん ど変 わっていない。教職員 に関 しては026%の 学 校で グループア カウ

ン トも含 めて電 子メールアカ ウン トが発行 されていない。 また,学 校 で1ア カウン トとい

うところ も34%で あ り,ア カ ウン ト数が3以 下の学校が71%に 達 してい る。 また,児 童 生

徒 に関 しては71%の 学校 でメール アカウン トが発行 されてお らず,交 流 ・共 同学習 を進 め

る際の大 きな障害 となる可能性があ る。

Vま とめ

1994年 の100校 プロジェクトの開始から終了までの5年 間は日本のインターネット教育

利用の第一段階であり,さ まざまな実験が行われると同時に学校を取 り巻 く環境は大きく

変化した。現在は,第 二段階がスター トしたところであるが,全 国の学校へのインターネッ
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ト接続環境整備が2001年 を目標として進行中である。学校ホームページの数は5000に達し,

毎週60-80校 の割合で増加 しようとしている。この1,2年 で,日 本の学校のインターネッ

ト環境やその運用の方向性が決まろうとしている。

我々は,教 育情報リンク集 「インターネットと教育」で収集 している情報 と全国の学校

ホームページ管理者に対するアンケー ト調査から,日 本のインターネットの教育利用の動

向を分析 した。インターネッ トへの接続率は増加 し0校 内の接続可能な端末数も増加 して

いるが,校 内ネットワークの未整備,校 内組織の未整備,教 育 ・学習情報リソースの不足,

電子メールアカウン トの不足など,指 摘される問題点は昨年 とほとんど変わっていない。

また,交 流 ・共同学習の経験がないものが増加するなど,量 的な拡大に活動の質がともなっ

ていけない様子もうかがえる。

学校のインターネットへの接続は多 くの地方自治体で進められているが,要 は学校での

活動の自由度の確保と予算のバランスの問題である。学校への接続が実現できたならば,

次の目標 としては(1)常時接続環境の実現 ②すべてのクラスに情報コンセントと端末,(3)

すべての教師にメールアカウントと端末,(4)学 校もしくは学校群単位での簡易サーバの運

用,な どを視野におきつつ,新 しいネットワーク環境やカリキュラムのデザインの開発を

進める必要があるだろう。

付 記

この調査は,日 本教材文化研究財団の 「教育におけるマルチメディア ・インターネット

の効果に関する研究(座 長:坂 元昂先生)」 から一部援助を受けています。

謝 辞

お忙 しい中をアンケー トの回答にご協力下さった全国の学校の先生方,ま た日頃からメー

リングリス トその他で議論いただいた方々に深 く感謝いた します。

資料 インターネットの教育利用の現状に関する調査

WWWの フ ォ ー ム と して提 示 した調 査 票 の 本 文(http://www.osaka-kyoiku .ac.jp/educ/que-

ry.html参 照)を 以 下 に示 す 。 回 答 され た フ ォー ム は ,集 計 者 に メ ー ル で転 送 され る よ う設 定 した 。

なお,回 答 者 の 内 訳 は以 下 の とお りで あ る 。

● 年 齢:～25才(3%),～30才(9%),～35才(19%),～40才(31%),～45才(23%) ,～50才

(10%),～55才(3%),56才 ～(1%)

● 所 属:小 学 校 教 員(33%),中 学 校 教 員(20%),高 等 学 校 教 員(36%) ,盲 ・聾 ・養 護 学 校 教 員

(5%),児 童 ・生 徒 ・学 生(1%),PTA・ 学 校 関 係 者(1%),そ の他 ・無 回 答(3%)

● 教科:理 科(26%),算 数 ・数 学(17%),社 会(14%) ,国 語(6%),商 業 系(6%),英 語(6

%),技 術 ・家 庭(5%),工 業 系(5%),保 健 体 育(3%) ,図 工 ・美 術(2%),音 楽

(1%)0農 業 系(1%),そ の 他 ・無 回 答(8%)

[A]学 校 のWWWペ ー ジ及び設備

A-1学 校 の所在地(都 道府県),校 種を選んで ください。

(都道府県名リス ト 省略),高 等学校 中学校 小学校 盲 ・聾 ・養護学校 その他

複数の校種にまたがるページを管理されている場合は,最 も関係の深いものを1つ 選んで く



ださい。

A-2学 校 の規模を児童 ・生徒数でお答えください。

1)1～2)50～3)100～4)150～5)200～6)250～7)300～

8)400～9)500～10)600～11)700～12)800～13)900～14)1000～

A-3あ なたの学校はインターネットに何らかの形で接続 されていますか。

次の中から最 も当てはまるものを1つ 選んで下さい。

1)学 校はインターネットに接続されていない2)公 衆回線(ダ イヤルアップ,ア ナログ)で 接

続3)公 衆 回線(ダ イヤルアップ,ISDN)で 接 続4)専 用回線(デ ジタル64kbps以 上,

OCNエ コノミーなどを含む)で 常時接続5)高 速専用回線(1.5Mbps以 上 の高速デジタル回線

CATV,キ ャンパスLANな ど)で 常時接続6)そ の他(具 体的に)

A-3で1)を 選択された方は,Bに 移動してください。

A-4あ なたの学校にはインターネッ トに接続されているパーソナルコンピュータが何台あります

か。

1)0台2)1台3)～3台4)～5台5)～10台

6)～20台7)～30台8)～40台9)～50台10)そ の他(具 体的な数)

A-5あ なたの学校にはインターネットを利用できる教室が何室あ りますか。

(普通教室 ・特別教室 ・保健室 ・図書室 ・コンピュータ教室など)

1)0室2)1室3)2室4)3室5)4室

6)5室7)6室8)7室9)8室10)そ の他(具 体的な数)

A-6あ なたの学校でインターネットを利用する場合に,設 備などの面で特に障害になっているこ

とはなんですか。主なものを2つ 選んで下さい。

1)保 守運営費用が不足 し,シ ステムの維持(障 害対応,シ ステム更新)が 十分できない2)回

線接続費用が不足 し,接 続時間が十分に確保できない3)回 線接続費用が不足 し0回 線容量(ア

クセス速度)が 不十分である4)校 内ネットワークが未整備で利用できる場所が限定されている

5)イ ンターネットに接続できるコンピュータの数が不足 している6)イ ンターネットに接続で

きるコンピュータが古 く機能が不十分である7)WWWサ ーバが校内になく,ホ ームページの更

新が容易でない8)メ ールサーバが校内になく,メ ールアカウントの発行が自由にできない9)

その他(具 体的に)

[B]教 育情報リソース

B-1「 教育 ・学習に関連するWWWペ ージの情報」をどのようにして探すことが多いですか。主

なものを2つ 選んで下さい。

1)書 籍(イ エローページ)0雑 誌2)メ ーリングリスト,メ ールマガジン3)ネ ットニュース,

BBS・ 会議室 ・フォーラム4)一 般的なディレク トリサービス(yahooな ど)5)一 般 的な

サーチエンジンサービス(gooな ど)6)学 校 向けディレク トリサービス(イ ンターネッ トと教

育など)7)学 校 向けサーチエンジンサービス(学 校検索など)8)個 別分野 ・テーマ別のリ

ンク集9)教 育委員会 ・教育センターのページ10)そ の他(具 体的に)

(注:こ こでのサーチエンジンサービスとは,ロ ボット収集による全文検索システムによる ものを

指 しています。カテゴリに分類されたリンク集はディレクトリサービスと呼ぶことにします.)

B-2イ ンターネット上で不足していると思われる教育 ・学習情報は何ですか。主なものを2つ 選

んで下さい。

1)催 し物 ・研究発表会2)国 内交流先紹介3)国 際交流先紹介4)共 同学習企画案内5)
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学習指導案 ・授業案6)教 育実践事例報告7)図 書館 ・文献情報8)美 術館 ・博物館情報

9)電 子年鑑 ・統計資料(素 材)10)電 子 図鑑 ・画像資料(素 材)11)電 子 教科書 ・参考香

12)教 育用ソフトウェア13)そ の他(具 体的に)

B-3WWWで 教育 ・学習情報を利用する場合,ど んな点に困難を感 じますか。主なものを2つ 選

んで下さい。

1)必 要な情報が存在しない2)過 剰な不用情報の中に必要な情報が埋没3)情 報の信頼性に

不安がある4)情 報が頻繁に移動,変 更されている5)情 報が一般向けで,教 育用ではない

6)著 作権の問題で情報を再利用で きない7)情 報が外国語のままである8)児 童生徒に有害

な情報を遮断できない9)そ の他(具 体的に)

B-4あ なたの学校のWWWペ ージは誰を対象 として作成されていますか。主なものを2つ 選んで

下さい。

1)自 分達自身 ・校内での閲覧2)児 童生徒の保護者 ・家族3)地 域 コミュニティ4)教 育

行政5)入 学 ・受験希望者6)企 業 ・就職先7)卒 業生 ・同窓会8)国 内の学校や子ども

9)国 外の学校や子ども10)そ の他(具 体的に)

B-5WWWで 学校から情報を発信する際に障害になっていることはなんですか。主なものを2つ

選んで下さい。

1)校 内の組織が未整備である2)発 信内容の承認手続きが面倒3)個 人情報保護条例による

制約が大きい4)教 育効果がうまく評価できない5)コ ンテンツの作成に手間がかかる6)

情報の更新作業に手間がかかる7)WWWペ ージへのアクセスが少ない8)WWWペ ージへの

返事,応 答が少ない9)そ の他(具 体的に)

[C]コ ミュニケーション

C-1イ ンターネッ トを用いた,交 流 ・共同学習を行ったことがあ りますか。主なものを2つ 選ん

で下さい。

1)な し2)校 内 のクラス,学 年間で3)地 域(同 じ自治体)の クラス ・学校と4)地 域の

学校外の人々(PTA,社 会 人,学 生など)と5)国 内(県 外)の クラス ・学校 と6)国 内の

学校外の人々と7)海 外のクラス ・学校 と8)海 外の学校外の人々と9)そ の他(具 体的に)

C-1で1)を 選択 された方は,C-3に 移動して ください。

C-2イ ンターネッ トを用いた,交 流 ・共同学習を行う際に次のどの手段が有効でしたか。主なも

のを2つ 選んで下さい。

1)郵 便2)電 話 ・ファックス3)電 子メール4)WWWペ ー ジ5)電 子掲示板 ・会議室

6)チ ャット7)ビ デオ会議(CU-SeeMe・NetMeetingな どインターネ ット経 由の もの)

8)ISDNビ デ オ会議(フ ェニックスなどインターネット経由でないもの)9)そ の他(具 体的

に)

C-3あ なたの学校では,教 職員にメールアカウントがい くつ発行されていますか。発行数を以下

から選んで ください(グ ループアカウントも1つ として数え,私 的に持っているものは含め

ません)

1)02)13)～34)～55)～106)～157)～208)～25

9)～3010)～3511)～4012)41～13)そ の他(具 体的に)

C-4あ なたの学校では,児 童 ・生徒にメールアカウントがいくつ発行されていますか。発行数を

以下から選んで ください(グ ループアカウントも1つ として数え0私 的に持っているものは

含めません)
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1)02)13)～54)～105)～206)～307)～40

8)～509)～10010)～20011)～30012)301～13)そ の他(具 体的に)

C-5電 子 メール,電 子掲示板,WWWな どによる交流 ・共同学習を進める際に何が障害となりま

すか。主なものを2つ 選んで下 さい。

1)メ ールアカウントが不足 している2)国 内交流 ・共同学習の相手が見つからない3)国 際

交流 ・共同学習の相手が見つからない4)教 育効果がうまく評価できない5)言 葉や習慣の壁

6)意 思疎通がうまくできず,交 流が長続 きしない7)児 童 ・生徒のプライバシーが保てるか不

安8)い やが らせメール,広 告メールなどが防げない9)そ の他(具 体的に)

[D]回 答者次の中から最 もよく当てはまる番号をそれぞれ1つ 選んで下さい。

D-1年 齢

1)～25才2)～30才3)～35才4)～40才

5)～45才6)～50才7)～55才8)56才 ～

D-2所 属

1)小 学校教員2)中 学校教員3)高 等学校教員4)盲 ・聾 ・養護学校教員

5)学 生,生 徒,児 童6)PTA,学 校関係者7)そ の他(具 体的に)

D-3担 当の(ま たは関心のある)教 科

1)国 語2)社 会3)算 数/数 学4)理 科5)音 楽6)図 画工作/美 術7)保 健体育

8)技 術 ・家庭9)英 語10)農 林水産系11)工 業系12)商 業系13)そ の他(具 体的に)

D-4ご 意見,ご 感想などがありましたら自由にお書き下さい。
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Status of K-12 Activities on the Internet in Japan

Kunio  KOSHIGIRI

Division of Science Education, Osaka Kyoiku University, 

 Kashiwara Osaka 582-8582, Japan

 It has been 5 years since the 100-school networking project started at 1994, which is the 

first national project to introduce the Internet connectivity to the Japanese schools. The 

project finished at March 1999, and the developement of the Internet environment for the 
Japanese schools now gets into the second stage. Monbusho (The Ministry of Education, 

Science, Sports and Culture) plans to extend the Internet connectivity to all the schools in 

Japan  until  2001. One third of the Japanese schools are connected to the Internet and 40% of 

the connected schools open their own web pages at December 1998. We have send a query 

form to the web administrator (teacher) s of 3725 schools which has a school home page 

and an e-mail address to contact with, and we have obtained answers of 854 schools. The 

results of this survery are summarized as follows : (1) The ratio of the dial up line and dedi-

cated line connection is 7 : 2. (2) The number of the connected PC's per school is 18. (3) The 

ratio of the connected instruction room at school is 16%. (4) 59% of teachers feel difficulty 

to find good educational resources. (5) 52% of teachers have no experience of collaborative 

leaning project.

Key  Words  : Internet, K-12, education, WWW, mail


